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第第 11 章章  計計画画のの策策定定ににああたたっってて 

 

第 1 節 計画策定の背景と趣旨 

 急速な少子高齢化の進行は、人口構造にアンバランスを生じさせ、生産年齢人

口の減少や社会保障負担の増加、地域社会の活力低下など、将来的に社会・経済

への深刻な影響を与えるものとして懸念されています。また、経済環境や就労環

境の変化等、子どもと家庭を取り巻く環境は大きく変化しており、子育てを社会

全体で支援していくことが必要となっています。 

 こうした中で、国は、平成２４年８月に「子ども・子育て関連三法」を制定し、

質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供や保育の量的拡大・確保と教

育・保育の質的改善、地域の子ども・子育て支援の充実を目指す「子ども・子育

て新制度」を創設し、市町村の権限と責任を大きく強化しました。 

その後、平成２８年５月に「児童福祉法等の一部を改正する法律（平成２８年

法律第６３号）」を制定し、児童虐待防止対策のさらなる強化等を図り、平成２

９年６月には待機児童の解消等を目指す「子育て安心プラン」を公表しました。

平成３０年９月に策定された「新・放課後子ども総合プラン」では、放課後児童

クラブ及び放課後子ども教室の整備・充実が位置づけられました。令和元年５月

には、改正子ども・子育て支援法を制定し、１０月から幼児教育・保育の無償化

が始まるなど、子ども・子育て支援に関する制度の拡充等が行われました。 

本町では、平成 2７年１月に、「小国町子ども・子育て支援事業計画」を策定

し、これまで町が実施してきた「小国町次世代育成支援対策推進行動計画」の考

え方を踏襲した「親と子のいきいきとした笑顔かがやくまち」を基本理念に据え、

「“健やかな小国っ子”のための総合的な支援の充実」を基本目標とし、各種子

育て支援施策を展開してきました。この間、出産や子育てに伴う経済的・精神的

負担の軽減を図り、誰もが安心して子どもを産み、健やかに育てることのできる

環境整備に取り組んできましたが、少子化の進行や就労環境の変化に伴い、子育

てに不安や孤立感を感じる家庭が多くあります。また、仕事と子育ての両立を支

援する環境の整備や、多様化する保育ニーズへの対応が課題となっています。 

 このため、町では、国の方針や制度改正に加え、本町における子どもや子育て

家庭の状況と地域の実態を踏まえ、子どもの健やかな育ちと保護者が子育てや子

どもの成長に喜びや生きがいを実感できる環境を社会全体で創出するため、「第

２期小国町子ども・子育て支援事業計画」を策定するものです。 
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第 2 節 基本理念 

 

基基本本理理念念    親親とと子子ののいいききいいききととししたた笑笑顔顔かかががややくくままちち  

  

町では、これまで、「小国町子ども・子育て支援事業計画」に基づき、誰もが安

心して子どもを生み育てることができる環境整備・施策の拡充に努めてきました。 

本計画の基本理念や基本目標における考え方は、子ども・子育て支援法の基本理

念や意義に包含されており、第２期目となる本計画においても、町として継続性、

一貫性のある取り組みが必要であることから、「小国町子ども・子育て支援事業計

画」の基本理念を継承していきます。 

 

 

 

【子ども・子育て支援法の基本理念】 

（１）子ども・子育て支援は、父母その他の保護者が子育てについての第一義的責任を有

するという基本的認識の下に、家庭、学校、地域、職域その他の社会のあらゆる分野

における全ての構成員が、各々の役割を果たすとともに、相互に協力して行わなけれ

ばならない。 

（２）子ども・子育て支援給付その他の子ども・子育て支援の内容及び水準は、全ての子

どもが健やかに成長するように支援するものであって、良質かつ適正なものでなけれ

ばならない。 

（３）子ども・子育て支援給付その他の子ども・子育て支援は、地域の実情に応じて、総

合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われなければならない。 
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第 3 節 基本目標 

小国町子ども・子育て支援事業計画で掲げている 9 つの「基本的視点」を踏ま

え、基本理念の実現に向けて、下記のとおり基本目標を定めます。 

 

【基本的視点】 

  （１）子どもの幸せを第一に考える視点 

  （２）次代の親づくりという視点 

  （３）サービス利用者の視点 

  （４）社会全体による支援の視点 

  （５）仕事と生活の調和実現による視点 

  （６）すべての子どもと家庭への支援 

  （７）地域における社会資源の効果的な活用の視点 

  （８）サービスの質の視点 

  （９）地域の特性の視点 

 

 

 

 

 

 

基基本本目目標標  ““健健ややかかなな小小国国っっ子子””ののたためめのの総総合合的的なな支支援援のの充充実実  

 

全ての子どもが健やかに育つ幼児期の生活環境を維持できるように、質の高い

保育の総合的な提供を図ります。また、家庭、地域の教育力の向上に向けた取り

組みを進めるとともに、サービス利用者のニーズに応じたきめ細やかな支援の推

進を図ります。 

さらに、次代を担う子どもが、心身ともに健やかに生まれ育つために、子ども

の成長と発達を総合的に支援することとし、児童虐待への対応や障がい児、ひと

り親家庭等への支援体制の充実を図ります。 
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第 4 節 計画の位置づけと計画期間 

    この計画は、子ども・子育て支援法第 61 条に基づく「市町村子ども・子育

て支援事業計画」です。さらに次世代育成支援対策推進法第８条に基づく「市

町村行動計画」としての位置づけも含むものとし、本町における子ども・子育

て支援のための施策の総合的な推進を図ります。 

 

   子ども・子育て支援法（抄） 

   （市町村子ども・子育て支援事業計画） 

     第六十一条 市町村は、基本指針に即して、五年を一期とする教育・保

育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保その他この法律

に基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村子ども・子育

て支援事業計画」という。）を定めるものとする。 

 

なお、策定にあたっては、「第５次小国町総合計画基本構想・基本計画」を

上位計画とし、関連する個別計画と整合性を図りながら、「小国町子ども・子

育て支援事業計画」の取り組みを点検・評価し、策定するものです。 

    計画期間は、令和２年度から令和６年度までの 5 カ年とします。 
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第第２２章章  小小国国町町のの子子育育てて支支援援のの現現状状とと課課題題  

 

第１節 子どもたちを取り巻く環境の変化 

 

１ 人口等の推移と動向 

   平成 2７年１月に策定した小国町子ども・子育て支援事業計画期間におけ

る人口の推移を見ると、平成 27 年の人口 7,868 人に対して平成 31 年は

7,509 人と 359 人減少しています。世代別の人口では、15 歳未満の総人

口に占める割合は、平成 27 年度の 11.0%に対して平成 31 年度は 9.8％

と 1.2％減少し、人数も 866 人から 736 人に 130 人減少しています。 

   国立社会保障・人口問題研究所が発表している将来推計において、総人口

では平成27年の7,868人から10年後の令和7年には7,046人と822

人の減少、年少人口では 866 人から 711 人と 155 人減少すると予測され

ています。 

 

【人口及び年齢３区分別人口の推移】                

0
1000
2000
3000
4000
5000
6000
7000
8000
9000

H27 H28 H29 H30 H31

総数

0～14歳

15～64歳

65歳以上

 

（単位：人、%） 

区  分 H27 
H28 H29 H30 H31 

実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 実数 増減率 

総 数 7,868 8,064 102.5 7,878 97.7 7,695 97.7 7,509 97.6 

0 歳～14 歳

（a） 
866 860 99.3 838 97.4 792 94.5 736 92.9 

15 歳～64 歳 4,106 4,251 88.3 4,072 95.8 3,943 96.8 3,830 97.1 

65 歳以上 

（b） 
2,896 2,953 102.0 2,968 100.5 2,960 99.7 2,943 99.4 

年少人口比率 

（（a）／総数） 
11.0 10.7 97.3 10.6 99.1 10.3 97.2 9.8 95.1 

高齢化率 

（（b）／総数） 
36.8 36.6 99.5 37.7 103.0 38.5 102.1 39.2 101.8 

          【資料：H27～住民基本台帳】 
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【世帯数の推移】 
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                              （単位：世帯） 

区  分 H27 H28 H29 H30 H31  

総
数 

世帯数 2,845 3,111 3,096 3,092 3,065 

総人口 7,868 8,064 7,878 7,695 7,509 

1 世帯あたり人員数 2.77 2.60 2.55 2.49 2.43 

母子家庭数 

（うち若年※1） 
４８(16) ５０(14) ５０(14) ４４(15) ３７(14) 

父子家庭数 

（うち若年） 
１４ ( 0) １１( 1) １１ ( 2) ８ ( 0) ７( 0) 

合  計 ６２(16) ６１(15) ６１(16) ５２(15) ４４(14) 

【資料：H27～住民基本台帳、健康福祉課】     

※１ 若年：子どもの年齢には関係なく、親が３５歳以下の母子（父子）家庭をいいます。 

 

 

世帯数は、平成 27 年の 2,845 世帯に対して平成 31 年では 3,065 世帯と

220世帯の増加となっていますが、1世帯あたりの人数は、平成27年は2.77

人でしたが、平成 31 年には 2.43 人と 0.34 人の減少となっています。 

ひとり親家庭数は、平成 27 年からの 3 年間は６0 世帯前後で推移していま

したが、ここ数年は減少傾向にあります。平成 27 年の 62 世帯に対して平成

31 年は 44 世帯と 18 世帯減少しています。 

 

 

【三世代同居世帯数、核家族世帯数の推移】 
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（単位：世帯、％） 

区  分 H17 H22 H27 

総世帯数 ３，２６８ ３，０３６ ２，８４５ 

三世代同居世帯数 ７４６ ６０７ ４５８ 

三世代同居率 22.8 20.0 16.1 

核家族世帯数 １，４９０ １，４７７ １，４３４ 

核家族世帯率 45.6 48.6 50.4 

【資料：国勢調査(総務省統計局)】 

 

三世代同居率は 10 年間で 6.7%減少し、核家族世帯率は 4.8%増加してお

り、核家族化が進行していることが分かります。 

 

 

【出生数の推移】                         （単位：人） 

 H26 H27 H28 H29 H30 

小 国 町 ４６ ５２ ４３ ３８ ３６ 

置賜管内 １，４６３ １，３９１ １，３０２ １，３４４ － 

山 形 県 ７，９６６ ７，８３１ ７，５４７ ７，２５９ ６，９７３ 

※暦年での合計出生数（12 月末時点）           【資料：保健福祉統計年報】 

 

【出生率（※２）の推移】                                   (単位：％) 

 H26 H27 H28 H29 H30 

小 国 町 ５．７ ６．６ ５．５ ５．０ ４．７ 

山 形 県 ７．１ ７．０ ６．８ ６．６ ６．４ 

全  国 ８．０ ８．０ ７．８ ７．６ ７．４ 

【資料：保健福祉統計年報】 

※２ 出生率：年間出生数／10 月 1 日現在の人口×1,000 

 

【合計特殊出生率（※３）の推移】             （単位：％） 

 H26 H27 H28 H29 H30 

小 国 町 １．６８ １．８０ １．８６ １．７１ ２．１３ 

置賜管内 １．５０ １．４３ １．３９ １．４８ １．４４ 

山 形 県 １．４７ １．４８ １．４７ １．４５ １．４８ 

全   国 １．４２ １．４５ １．４４ １．４３ １．４８ 

【資料：保健福祉統計年報】 

※３ 合計特殊出生率：{母の年齢別出生数／年齢別女子人口}１５～４９歳までの合計 

 

出生数は、平成 8 年に 100 人を割って以降減少を続けており、平成 30

年には 36 人となっています。出生率（※2）は、平成 30 年は 4.7％で山

形県平均の 6.4％を 1.7％、全国平均の 7.4％を 2.7％下回っています。 

合計特殊出生率（※3）は、平成 30 年には 2.13％となり山形県平均及び

全国平均の 1.48％を 0.65％上回っています。 
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２ 保育施設の状況 

 （１）保育施設 
 

① 認可保育所 

     本町には、公立のおぐに保育園と民間立の白百合保育園の２園が設置さ

れています。民間立保育所においては、保護者の子育てと就労の両立を支

援するための延長保育事業や、保護者の突発的な事情により家庭保育が困

難な場合に利用できる一時預かり事業（おぐに保育園含む）を実施してい

ます。 

最近、各保育所において 0 歳から 2 歳児の入所が増加する傾向にあり

ます。特に、年度途中における産後休暇や育児休業の終了に伴い復職する

ための入所が多く、低年齢児の保育ニーズが高くなっています。 
 

② 認定こども園 

  本町には、平成 30 年 4 月に認可保育所から認定こども園に移行した 

民間立の幼保連携型認定こども園すみれ保育園が１園設置されています。

認定こども園においても、民間立の認可保育所と同様に、延長保育事業や

一時預かり事業を実施しています。 
 

③ へき地保育所 

  町内には、平成 15 年まで 4 か所のへき地保育所が設置されていまし

たが、入所児童の減少に伴い、平成 16 年に小玉川保育園を休止し、平成

20 年に廃止しています。同年において、同じ理由で白沼保育園を休止し

ました。 

また、少子化をはじめ、学校の統廃合や家庭の就労事情等で町中心部の

保育園に入所する園児が増加したことなどの理由により、入所児童が定員

を大きく下回り、平成 27 年にあさひ保育園が休止、平成 29 年に叶水保

育園が休止している状況にあります。 

 

 

【保育施設別入所者数の推移】                   （単位：人） 

年   度 H26 H27 H28 H29 H30 H31 

就学前児童 ３４５ ３２２ ３０３ ２９４ ２５５ ２３１ 

保 

育 

所 

おぐに保育園 ５３ ６０ ５８ ６３ ６８ ６１ 

白百合保育園 ８２ ８１ ７０ ６４ ５７ ５８ 

すみれ保育園 １２０ １１２ １０１ １０１ ９４ ８３ 

合  計 ２５５ ２５３ ２２９ ２２８ ２１９ ２０２ 

へ
き
地
保
育
所 

あさひ保育園 ５ － － － － － 

叶水保育園 ５ ３ ３ － － － 

合  計 １０ ３ ３ － － － 

※ おぐに保育園の定員はH22 から 60人に減員 

すみれ保育園は H30.4月から認定こども園となり、定員が 120 名から 106 名に減員 
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（２）子育て支援センター 

子育て支援センターでは、保護者の子育てに関する不安や悩み、心配事な

どに対する相談指導にあたっており、平成 31 年度の年間相談件数は 88 件

で、平成 27 年度と比べ 1 件の減となっています。また、保育園入園前の

乳児と保護者を対象に親子の交流を通じた仲間づくりや情報交換の場とし

て「なかよし広場」を開催しており、年間延べ利用者数は 1,000 人以上で

推移しています。 

平成 22 年度からは、子育て支援センター事業に対する協力者の募集を行

い、子育てサポーターとして各種広場やイベントに協力いただいています。

なお、平成 3１年度の会員数は 7 人です。 

 

【子育て支援センター事業の利用状況】               （延べ人数） 

 H27 H28 H29 H30 H31 

なかよし広場 1,553 2,072 2,376 1,343 1,521 

タッチケア 42 36 28 20 18 

ブックスタート 97 91 92 64 54 

おぐにのこどもの日まつり 106 43 70 81 60 

子育て相談 89 67 75 76 88 

✿なかよし広場・・・子育ての仲間作りや子ども同士の出会いの場を提供し、子育て 

に関する情報交換を行います。 

  ✿タ ッ チ ケ ア・・・生後 2ヶ月から歩く前の赤ちゃんを対象に、親子の心と体のふ 

れあいを深める教室を開催します。 

 ✿ブックスタート・・・4 ヶ月検診時に一人ひとりの赤ちゃんに読み聞かせを行い、本 

をプレゼントします。 

 ✿おぐにのこどもの日まつり・・・年 1 回、普段体験できないようなイベントやブース活動を行い、 

親子のふれあいを深めてもらいます。 

 

 

 （３）中央児童室 

小学校 3 年生までを対象とした学童保育は、おぐに保育園内に定員 40

名の中央児童室を設置し、平成 22 年度には小国小学校内に定員 30 人の分

室を整備して希望者の受け入れを行ってきました。 

平成 26 年度には、新しく開校した小国小学校内に定員 70 名の新中央児

童室を整備しましたが、放課後の保育を希望する家庭のニーズに応えるため、

平成２７年度には小学校６年生までに対象を拡大し、平成 31 年度には定員

を 80 名に増員して、学童の受け入れを行っています。 

 

【入所児童数の推移 各年 4 月 1 日現在】             （単位：人） 

 H26 H27 H28 H29 H30 H31 

中央児童室 ５０ ６９ ７２ ６４ ６４ ６８ 

 ※ H22 から分室（定員 30 名）を整備 

 ※ H26 から新小国小学校内に定員 70名の新中央児童室を整備、Ｈ31から定員 80名へ 
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第２節 子育て支援の現状と課題 

 

１ 本町における子育て支援の施策の状況と課題 
 

（１）施策の状況 

   ①子育て支援事業 

 平成 14 年度に設置した「小国町子育て支援センター」では、子育て

家庭への支援、地域をあげて子育てを支援する基盤づくりを進めるため

の取り組みを行ってきました。専任保育士を配置し、子育ての仲間づく

りや育児不安に対する相談等各種事業を実施しています。ニーズ調査の

結果では、「子育て支援センターを利用していない」という回答が約９割

という結果でしたが、これは、保育園に入園している保護者を含めた数

値であり、実際に利用している方からは好評をいただいています。 

また、平成 17 年度には、子育ての相互援助活動を行うファミリー・サ

ポート・センター事業を開始し、保育施設等で対応できない、朝夕の送

迎や昼間の預かりなどの保育ニーズに対応しています。平成 31 年度の

登録会員は、利用会員が 13 名、協力会員が 7 名、相互会員が 2 名とな

っています。また、利用件数も、平成 31 年度が 76 件と平成 27 年度よ

り 44 件減っており、託児や習い事の送迎で利用するケースが多くなっ

ています。利用会員と新規の協力会員の登録は減少しているものの会員

への負担が大きくなっており、協力会員の確保が課題となっています。 

  

② 学童保育事業 

     放課後や土曜日、小学校の休校日に家庭に保護者がいない児童が安全・

安心に過ごせる居場所として「中央児童室」を設置しています。小学校１

年生から６年生までが利用対象児童になっていますが、平成 31 年４月１

日現在は４年生までの 68 名が入所しています。入所希望が多いため平成

31 年４月より定員を 70 名から 80 名に増やしました。年々入所希望数

が高まり、高学年の入所希望児童も増えてきています。夏休み等の短期入

所も受け入れており、平成31年度は最大で78名の在籍数となりました。

社会的な背景もあり、１人で留守番をさせることに不安を持つ保護者も多

くなってきています。 

また、保護者から預かり時間の延長を求める声が出ていることや特別支

援クラスの児童も受け入れていることなどから、個別の対応が必要になっ

ており、放課後児童支援員の確保が課題となっています。さらに、感染症

の拡大を防ぐためにも活動スペースの拡充も検討していく必要がありま

す。  

     また、子どもたちが安心して楽しむことができる「放課後子ども教室」

を開設し、学校や地域のボランティアの協力を得て、多彩な事業を展開し

ています。年々参加者が増え、回数を増やしてほしいとの要望もあります

が、支援スタッフや後継者の不足など、子育てを支える担い手の育成が課

題となっています。 
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③ 気になる子どもへの支援 

     発達障害などの気になる子どもの早期発見と早期支援・早期療育に努め

るため、教育委員会と連携して小国町特別支援教育専門員が保育園、認

定こども園を訪問し巡回相談を実施しています。保育士は、小国町特別

支援教育専門員からの助言や各種機関が実施する研修会等を活かしてス

キルアップを図りながら、保育士相互の協力連携のもと、気になる子ど

も一人ひとりの気質や行動に応じた保育を行うとともに、保護者からの

相談を受けて専門機関に繋ぐなどの支援も行っています。 

  また、教育委員会では、特別支援学級を設置して適切な指導を行う体制

を整備するとともに、特別な支援を要する児童生徒に対して学習支援員

を配置し、きめ細やかな対応をしています。さらに、個別の指導計画を

作成し、個人に応じた指導を実施するとともに、個別の教育支援計画を

使って、家庭や各種機関と連携しながら、自立に向けた指導、支援を行

っています。また、共に支え合うインクルーシブ教育システムの構築を

目指し、就学時健康診断の際には保護者を対象にした小国町特別支援教

育専門員等による研修会を実施するなど、切れ目のない支援を行いなが

ら、保小中高一貫教育の推進による連携強化を図っています。 

    ※インクルーシブ教育・・・障がいのある子どもと障がいのない子どもが共に 

学ぶこと。 

 

④ 新たな子育て支援制度 

 町では、令和元年 10 月から始まった幼児教育・保育の無償化に伴い、

新たに生じる副食費の実費負担の軽減を図るため、町独自の副食費支援

事業を創設するとともに、０歳から２歳児の保育料引き下げを行うなど、

子育てしやすい環境づくりのための支援策を講じています。 

 また、これまで妊婦健診や乳児全戸訪問、養育支援訪問などにより、

妊娠から出産、育児まで切れ目のない支援を行い、子どもの健全な育成

と保護者の育児の不安の解消を図るための事業を展開してきましたが、

令和 2 年３月には「小国町子育て世代包括支援センター」を立ち上げ、

より一体的な相談支援を行うための体制を構築しました。 

 

（２）子育てに関する課題 

    ①子育て家庭への対応 

     核家族化の進行や地域の繋がりの希薄化により、祖父母や地域住民等か

ら子育てに対する支援や協力を得ることが困難な状況が増え、子育てに

関する悩みや不安を持つ保護者が増えていることから、気軽に相談でき

る体制や環境を整備することが必要になっています。 

  また、企業等を取り巻く環境は働き方改革などで日々変化していますが、

共働き家庭や長時間労働、非正規雇用の増加など、仕事と子育てを両立

させることが困難な状況が続いているため、ワークライフバランスの実

現に向けた支援の拡充が必要になっています。 
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   ②保育事業の展開 

   １）定数のあり方 

       町内にある保育所３園の定員は、合計で 246 名となっています。現

在、保育園には就学前児童の約９割が入所している状況にあり、公立の

おぐに保育園は定員を超えて受け入れを行っていますが、ほかの２園で

は定員を下回っています。   

     また、へき地保育所は、少子化の進行や保護者の就労事情等により町

中心部の保育園に入所する児童が増加したなどの理由により、平成 29

年から全てが休止しています。 

 

２）保育機能 

少子化の進行が著しい状況などから、町内民間保育園では定員割れが

発生しています。今後、保育サービスが多様化する中において、公立、

民間立相互の連携の下、役割分担を行いながら保育機能を強化していく

ことが重要となっています。 

また、現在のおぐに保育園は、昭和 54 年に建設された施設であり、

４０年を経過していることから、施設の老朽化が著しい状況にあるため、

対応が求められています。併せて、平成 26 年度からおぐに保育園内に

子育て支援センターを常設しており、当該支援センターの運営等の方向 

付けが必要になっています。これらのことから、今後における町全体の

総合的な保育の提供に関し、民間を含めた町内の保育体制の再構築に向

けて検討します。 

 

 

 ア）延長保育の時間延長 

     民間立の２園では延長保育を実施しており、年間の延べ利用

者数は、100 人から 200 人で推移しています。預かり時間の

延長については、保護者の労働環境の変化に合わせたニーズを

踏まえ、対応していくことが求められています。 

 

    イ）気になる子どもへの対応 

     一人ひとりの子どもの発達に応じた保育の大切さが重要視さ

れてきているため、発達、行動、情緒面、医療面において「気

になる子ども」の「一人ひとりの保育ニーズ」を基本に、発達

段階を踏まえたアプローチを考えて対応する必要があります。 

 

  ウ）病児・病後児の保育のあり方 

ニーズ調査において、「今後利用したい」と回答した方の割合

は約４０％であり、平成 30 年 1 月に開設した病後児保育室“に

こにこ”を継続して運営し、安心して子どもを預けることがで

きる体制づくりを展開していきます。 
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    ３）保育体制 

      町内の各保育所では、保育士の人材確保と育成が求められています。

途中入所の乳幼児を受け入れるための体制の確保が課題の一つですが、

保育士の安定的な確保を図り、子どもたちの健やかな成長と、質の高

い保育の提供のため、保育士の処遇改善をはじめとする人材の確保対

策に取り組む必要があります。 
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第第 33 章章  親親とと子子ののいいききいいききととししたた笑笑顔顔かかががややくくままちちづづくくりり  

にに向向けけたた施施策策のの推推進進とと目目標標  

 

 

第１節 保育提供区域の設定 

  小国町における保育の現状として、保育施設が町中心部に集中していること

や保護者の就労形態、子育ての利便性等の観点から、町内全域を１区域として

設定します。 

 

 

第 2 節 幼児期の保育量の設定、保育の提供体制と内容の確保 

１ 幼児期の保育量の設定 

（１）保育の必要性の認定区分 

子ども・子育て新制度においては、保育所に入所する場合、「保育に欠

ける」という入所要件ではなく、「保育の必要性や量」に着目した仕組みに

なっています。これは、国が示す客観的基準（※１）に基づいて保育の必

要性を認定し（保育認定）、給付を行うものです。これにより、保育所等を

利用する場合には、町に認定申請をし、認定証の交付を受けることになり、

認定された区分によって利用できる施設や事業が異なります。 

年齢ごとの認定区分と認定区分ごとの利用可能施設や事業は、次のとお

りです。 

 

【認定区分】 

年  齢 保育の必要性 認 定 区 分 利用できる施設・事業 

満３歳以上 

な し １号認定（教育標準時間） 認定子ども園・幼稚園 

あ り 
２号認定（保育標準時間） 認定子ども園・保育所 

２号認定（保育短時間） 

満３歳未満 

な し 

認定対象外 地域子育て拠点事業・一

時預かり事業・ファミリ

ー・サポート・センター

事業（※）等 

あ り 
３号認定（保育標準時間） 認定子ども園・保育所 

地域型保育事業（※２） ３号認定（保育短時間） 

 

※ファミリー・サポート・センター事業は、小学校 6 年生まで利用できる事業です。 

※１ 客観的基準 

  ①「事由」；保護者の労働又は疾病その他の内閣府令で定める事由 

  ②「区分」；長時間認定や短時間認定の区分(保育の必要量) 

  ③「優先利用」；ひとり親家庭や虐待の恐れのあるケースの子ども 等 
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※２ 地域型保育事業 

 ①家庭的保育事業；原則、家庭的保育者の自宅で、家庭的保育者（保育ママ） 

1 人につき 3人までの子どもを保育する事業（補助者がい 

る場合は 5人まで）  

 ②小規模保育事業；利用定員が 6～19 人の保育を行う事業 

 ③居宅訪問型保育事業；利用する保護者や子どもの居宅において、1 対 1 を基本と 

するきめ細やかな保育を実施する事業 

 ④事業所内保育事業；事業主が、従業員への仕事と子育ての両立支援策として実 

施し、従業員のほか、地域において保育を必要とする子ど 

もにも保育を提供する事業 

 

また、保育が必要な子どもの保育時間は、保護者の就労時間等により「保 

育標準時間（11 時間）」「保育短時間（8 時間）」の区分が設けられます。 

 

【保育の必要量】 

区  分 保育の必要量 必要量の認定基準 

保育標準時間 1 日 11 時間までの利用 

 

・両親ともフルタイムで就労する場合、又は

それに近い場合 

・就労時間が 1 週間あたり 30 時間以上を基

本とする。（概ね１日６時間以上、週５日以上） 

保育短時間 

 

1 日 8 時間までの利用 

 

 

・両親の両方又はいずれかがパートタイムで

就労する場合 

・就労時間が１か月 48 時間以上１２０時間未

満とする。（概ね１日４時間以上、週３日以上） 

 

 

 現在の保育事業利用者の状況は表１のとおりで、約９割の児童が保育施設に入所

しています。今後の「年齢別保育量の見込み」については、ニーズ調査の集計結果

から算出された「現在の家庭類型」、「潜在的な家庭類型」及び今後の児童人口の推

計から割り出した結果を踏まえて、表 2 のとおり定めます。 

 

表１【平成 31 年度保育事業利用者状況】 

区   分 利 用 者 数 割   合 

保育施設（3～5歳）１号認定こども ２ ０．９% 

保育施設（3～5歳）２号認定こども １２４ ５３．６％ 

保育施設（0～2歳）３号認定こども ７６ ３２．９% 

計 ２０２ ８７．４% 

在宅（0～5歳） ２９ １２．６% 

合  計 ２３１ １００．０% 

 （平成 31年 4月 1 日現在の未就学児人口 231 人） 

 ※広域入所：4 人含む（白百合保育園 2 人、認定こども園すみれ保育園 2 人） 
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表 2【年齢別 保育量の見込み（ニーズ量）】              

認定区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

１
号
認
定 

3 歳児 ０ １ ０ ０ ０ 

4 歳児 １ １ ０ １ １ 

5 歳児 １ ０ ２ １ １ 

計 ２ ２ ２ ２ ２ 

２
号
認
定 

3 歳児 ４４ ３０ ２９ ２３ ２７ 

4 歳児 ４６ ４５ ３０ ２８ ２２ 

5 歳児 ４１ ４５ ４２ ２９ ２８ 

計 １３１ １２０ １０１ ８０ ７７ 

３
号
認
定 

0 歳児 ８ ６ 5 ５ ５ 

1 歳児 ３１ ２０ ２３ １７ １７ 

2 歳児 ２６ ２８ ２０ ２２ １７ 

計 ６５ ５４ ４８ ４４ ３９ 

合 計 １９８ １７６ １５１ １２６ １１８ 

確保の内容 ２４６ ２０６ １８６ １２６ １２６ 

※ 網掛け部分がＲ４．3 月改正箇所 

 

２ 保育の提供体制と内容の確保 

（１） 各保育所における定員に対する保育体制と保育サービスのあり方 

 ① 保育の提供体制 

    現在、小国町では待機児童が発生しておらず、今後の保育量の見込みに

対する提供量は、公立・民間立の保育所で確保できる見込みです。各保育

所では、多様化するニーズを見据え、新たな運営形態を模索するための検

討に取り組んでいきます。 

    公立保育園は、保護者の就労、疾病だけでなく、経済的な理由での養育

困難家庭や虐待の恐れなどがある子どもに対して、一定以上の水準の保育

を保障しなければならないことになっています。一方で、施設老朽化への

対応や、少子化の影響による民間保育所の定員割れなどの課題も生じてい

ることから、公立保育園のあり方の検討を進めていきます。 

また、保育士の人材確保を図るための処遇改善や質の向上に向けた取り

組みを進めていきます。民間立保育所についても、国の補助制度を活用し

処遇改善を行うための助成事業を実施していきます。 

     

② 保育サービスのあり方 

保育所では、多様な保育ニーズや地域の実情に対応した保育サービスの

提供に向け、現在行っている一時預かりや延長保育などの保育サービスを

継続しながら、新たな視点に立った保育サービスの提供体制の構築を進め

ていきます。 

 

（２） へき地保育所のあり方 

 現在、へき地保育所は全て休止しているため、廃止の時期を検討してい

きます。   
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第３節 地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」と「内容」 

 

市町村は、子ども・子育て支援制度の実施主体として、全ての子どもに質の高い

育成環境を保障するために、それぞれの家庭や子どもの状況に応じ、子ども・子育

て支援給付を保障するとともに、「地域子ども・子育て支援事業」を実施し、妊娠・

出産期からの切れ目のない支援を行うことになります。 

「地域子ども・子育て支援事業」は、子ども・子育て支援法第 59 条により、市

町村が地域の実情に応じて子ども・子育て家庭等を対象として実施する事業のこと

です。 

 現在小国町で実施している事業とニーズ調査でニーズ量の多かった事業を含め

た８つの事業について、量の見込みと確保の内容を定めます。 

 

 

１ 地域子育て支援拠点事業   

「小国町子育て支援センター」は、利用者の利便性を考慮し、おぐに保育

園内に常設しています。 

   一方で、当該支援センター事業の利用割合が保護者全体の１割程度と低い

ことから、利用者の拡大に向け、就学前児童のいる全世帯へのパンフレット

の配布や町広報やホームページの活用に加え、Facebook など電子媒体を利

用した周知方法により幅広く当該支援センターの情報が伝わる取り組みを

行っていきます。 

     また、さまざまな事情で当該支援センター事業を利用できない家庭からの

電話相談など、子育て家庭に対する相談支援の向上に努めていきます。 

 

                               （延べ利用者数） 

内容 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み① 2,200 2,200 2,200 2,200 2,200 

確保の内容② 2,200 2,200 2,200 2,200 2,200 

②－① 0 0 0 0 0 

 

 

２ 一時預かり事業 

   保護者の疾病や臨時的、突発的理由で家庭での保育ができなくなったときに

保育園で一時的に保育する一時預かり事業は、公立のおぐに保育園、民間立の

白百合保育園、認定こども園すみれ保育園の３園で実施しています。各保育園

では、一時保育を担当する専任保育士を配置し対応にあたっており、安心して

利用できる体制を整えています。 

   現在一時保育を利用する保護者は少ない状況にあり、今後も利用者数は横ば

いで推移するものと見込まれますが、利用者が安心して子どもを預けることが

できる受け入れ体制を維持し、継続して事業に取り組んでいきます。 
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（延べ利用者数） 

 内 容 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み① ３００ ３００ ３００ ３００ ３００ 

確保の内容② ３００ ３００ ３００ ３００ ３００ 

②－① ０ ０ ０ ０ ０ 

 

 

３ 乳児家庭全戸訪問事業 

   乳児家庭全戸訪問事業は、生後 4 ヶ月までの乳児のいる家庭を訪問し子育

ての不安や悩みに対する助言や、子育て支援に関する情報提供を行う事業です。   

町では、健康福祉課の保健師が対象となる全家庭を訪問して子育て相談を実施

しており、今後も心身の状況や養育環境の把握を行うとともに、健康の維持増

進と育児への支援の充実を図っていきます。 

 

（年間出生児数） 

内容 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み① ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ 

確保の内容② ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ 

②－① ０ ０ ０ ０ ０ 

 

 

４ ファミリー・サポート・センター事業 

   保育施設で対応できない臨時的・突発的な保育ニーズに対応するもので、子

育ての手伝いをしてほしい人（利用会員）と子育ての手伝いをしたい方（協力

会員）で構成されている組織で、会員相互で子育ての援助を行っています。 

   保育園での一時預かりで対応できない習い事への送迎や保育園終了後の預

かりなど保護者が利用しやすい事業であることから、町による当該センターの

組織強化や会員数の拡大、人材育成を行いながら保護者の利便性の向上を図っ

ていきます。 

 

（延べ利用日数） 

内容 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み① １００ １００ １００ １００ １００ 

確保の内容② １００ １００ １００ １００ １００ 

②－① ０ ０ ０ ０ ０ 
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５ 延長保育事業 

   保育園での保育時間は、児童福祉施設最低基準では 8 時間が原則ですが、

現在は、11 時間の開園が基本となっており、民間の 2 園が延長保育を実施

しています。 

ニーズ調査において、現在就労していない母親からの回答で、「すぐにで

も、もしくは 1 年以内に就労したい」との回答数が最も多くなっており、

就労に対する潜在的なニーズの高さがうかがえます。延長保育の利用形態に

ついて、保護者の意向を踏まえながら、引き続き事業に取り組んでいきます。 

 

                                 （利用者実人数） 

内容 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み① ３００ ３００ ３００ ３００ ３００ 

確保の内容② ３００ ３００ ３００ ３００ ３００ 

②－① ０ ０ ０ ０ ０ 

 

 

６ 病児・病後児保育事業 

   病児・病後児保育事業は、児童が発熱等急病になった場合、病院・保育園等

に付設された専用スペース等において、看護師等が一時的に保育する事業及び

保育中に体調不良になった児童を保育園の医務室等で看護師等が緊急的な対

応を行う事業です。 

   小国町では、平成 30 年 1 月から病後児保育事業を開始しました。今後、

現行の病後児保育において課題となっている運営方法等について検証を行い、

さらなる事業の充実を図っていきます。 

                                 （延べ利用者数） 

内容 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み① ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ 

確保の内容② ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ 

②－① ０ ０ ０ ０ ０ 

 

 

７ 放課後児童健全育成事業   

   児童福祉法の改正により、小学校就学児童が事業の対象範囲であることが明

確化されたことや、保護者の就労形態や核家族世帯の増加に伴い、終了時刻の

延長の要望が寄せられていることから、ニーズ等への対応について検討を行っ

ていきます。 

   また、共働き世帯等の児童数の増加が見込まれており、共働き家庭等が直面

する「小 1 の壁」を打破するとともに、次代を担う人材を育成するために、

すべての児童が放課後等を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行うこと

ができるように、教育委員会で実施している「放課後子ども教室」と「中央児

童室」の一体的な実施に向けた体制づくりを行います。 

   ※「小１の壁」・・・小学校入学後、子どもを夜間まで預けることが困難になり、ワ

ーキングマザーが働き方の変更を強いられる問題のこと。 
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（入所児童数） 

内 容 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

低学年 高学年 低学年 高学年 低学年 高学年 低学年 高学年 低学年 高学年 

量の見込み① ５５ ２５ ５５ ２５ ５５ ２５ ５５ ２５ ５５ ２５ 

確保の内容② ５５ ２５ ５５ ２５ ５５ ２５ ５５ ２５ ５５ ２５ 

②－① ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

 

【新・放課後子ども総合プランにおける計画に盛り込むべき事項】 

  （１）放課後児童クラブの令和６年度に達成されるべき目標事業量・・・1 か所 

     現在の中央児童室は、町内の全小学校の児童を対象にしているため、継続して

設置運営していきます。 

   

（２）一体型の放課後児童クラブ及び放課後子供教室の令和６年度に達成されるべき

目標事業量・・・1 か所 

     中央児童室は小国小学校内に設置されており、小国小学校で実施している放課

後子供教室「めっちゃ」と一体型の実施で実施しています。 

   

（３）令和６年度までの放課後子供教室の実施計画 

     現在、町内にある小学校２校ではすでに放課後子供教室が実施され、地域の

方々やボランティアの協力を得ながら、プログラムに基づいた活動を展開してい

ます。 

   

（４）放課後児童クラブと放課後子供教室の一体的な実施に関する具体的な方策 

     小国小学校の放課後子供教室のプログラムは、教育委員会の放課後子供教室コ

ーディネーターが作成しています。一体型で実施しており、企画立案の段階から、

放課後児童クラブの支援員と、放課後子供教室のコーディネーターが連携しなが

ら取り組むことができるように今後も協議の場を確保していきます。 

 

  （５）小学校の余裕教室等の放課後児童クラブ及び放課後子供教室への活用に関する

具体的な方策 

     放課後児童クラブの入所対象が拡大されたことにより、現在の中央児童室が手

狭になってくることが予想されるため、安全・安心な居場所や活動場所を確保す

るため、小国小学校内の余裕教室やスペースの活用策について検討していきます。 

 

  （６）放課後児童クラブ及び放課後子供教室の実施に係る教育委員会と福祉部局の具

体的な連携に関する方策 

     お互いに連携しながら、総合的な放課後対策について協議を行う場を確保して

いきます。 

 

  （７）特別な配慮を必要とする児童への対応に関する方策 

     特別な配慮を必要とする児童が安心して過ごすことができるように適切に対

応していきます。 
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  （８）地域の実情に応じた放課後児童クラブの開所時間の延長にかかる取組 

     平成２７年度から保護者の就労時間の実情を踏まえ、開所時間を３０分延長し

ていますので、実態に即した支援を展開していきます。 

 

（９）放課後児童クラブの役割をさらに向上させていくための方策 

   単なる留守家庭児童の居場所ではなく、基本的な生活習慣や社会性を習得でき

るような支援の仕方を工夫するとともに、教育委員会が取り組んでいる「白い森

子ども応援隊」である住民、PTA、民間企業、各種団体との連携を進め、よりよ

い子どもの健全育成を図っていきます。 

 

（10）放課後児童クラブにおける育成支援の内容について、利用者や住民への周知 

を推進させる方策 

     放課後児童クラブでの活動内容については、毎月の「児童室だより」で保護者

に周知するとともに、保護者会において年間活動内容について意見をいただいて

います。今後、町のホームページ等を活用するなど、住民への周知方法を検討し

ていきます。 

 

 

 

 

 

８ 妊婦健診事業 

   母子保健法第１３条の規定により実施される妊婦健康診査を医療機関に委

託して実施している事業です。本事業により、妊婦の健康管理を行い、妊産婦

及び乳児の死亡率の低下、流早死産の防止を図っていきます。 

 

（延受診回数） 

 内容 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み① ２１０ ２１０ ２１０ ２１０ ２１０ 

確保の内容② ２１０ ２１０ ２１０ ２１０ ２１０ 

②－① ０ ０    ０ ０ ０ 
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第４節 保育の提供及び推進に関する体制の確保 

 

１ 保育及び地域子ども・子育て支援事業の役割、提供の必要性に係る考え方と

その方策 

（１）保育及び地域子ども・子育て支援事業の役割 

少子化の進行や女性の就労機会の増加によって、保育ニーズが多様化し

ているとともに、家庭や地域の子育て力が低下している状況にあるため、

子どもの育成環境を確保するために、子ども・子育て支援法第 59 条によ

り、子育て世帯等を対象に市町村が実施する事業で、13 事業が法定され

ています。当該事業の実施にあたっては、令和２年３月に開設した小国町

子育て世代包括支援センターも活用し、妊娠期から子育て期にわたるまで

の様々なニーズに対して、切れ目のない支援に配慮し、地域の実情に合っ

た事業を展開していきます。 
   

（２）保育の提供の必要性に係る考え方とその方策 

全ての子どもの健やかな育ちと子育て家庭を支えることは、将来の社

会の担い手育成につながります。特に、幼児期の教育は、生涯にわたる

人格形成の基礎を培う重要なもので、かつ乳幼児の発達は、連続性を有

するものであることから、子どもの健やかな育ちのためには、発達段階

に応じた質の高い教育・保育を提供することが必要です。 

子どもの数が減っても、必要な保育機能を存続・維持していくため、

町の保育環境やニーズ調査の結果を踏まえながら、保育所機能や子育て

支援機能を総合的に提供できる小規模多機能型の体制づくりを構築する

ための検討・整理を行っていきます。 

 

２ 保育士の人材育成、人材確保に関する対策 

   保育士の人材育成、人材確保に関しては喫緊の課題であるため、国におい

ても「保育士確保プラン」をとりまとめ、保育士の確保に向けて総合的に取

り組んでいます。 

   町においても、国や県で実施する「保育士資格取得のための費用の支援事

業」、「潜在保育士の情報収集や人材バンク機能の充実」、「保育士の処遇改善

事業」など「保育士確保プラン」による施策の活用を含め、人材確保対策に

取り組んでいきます。 

       

３ 保育所と小学校との円滑な接続（保小中連携）の取組の推進方策 

平成 26 年度から、教育委員会において「保小中連携調整会議」を開催し、

保育園や学校の現状と課題について情報交換を行い、遊びを通して学ぶ幼児

期から教科学習が中心の小学校以降の教育活動への円滑な移行を目指し、保

育園と小学校、中学校との連携を強化することとしています。 

今後も保小中連携推進に向け定期的に意見交換を行いながら、発達障がい

等、気になる子どもへの連携した対応、子どもたちの健康・体力づくりの向

上、地域に開かれた関わりのある子どもの育成、円滑な連携を図るための保

育士・教職員の資質向上について具体的な方策を検討していきます。 
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第５節 要保護児童等へのきめ細やかな対応の推進 

 

  １ 障がい児など特別な支援が必要な子どもに対する施策の充実 

   （１）各種サービスの充実 

     「障がい児補装具交付・修理事業」、「障がい児日常生活用具給付事業」、

特別児童扶養手当の受付、相談等、障がい児に対する各種サービスは、障

がい児の日常生活を支援していく事業として一定の成果を上げているこ

とから、引き続き事業に取り組んでいきます。 

 

   （２）早期発見・相談の充実 

     発育・発達の確認や健康の障害となる要因の早期発見については、「乳

児健診事業」、「１歳６か月児、２歳児歯科検診、３歳児健診事業」、「保育

園訪問」等において所見の有無を確認し、医師や保健師、保育士より、保

護者へ子どもの様子を伝えることにより専門機関の受診につながること

から、今後も当該事業を継続していきます。 

 

   （３）児童虐待防止対策の充実 

     町が設置している「要保護児童対策地域協議会」は、児童虐待防止対策

を講じていく上で中核的な役割を担っている組織です。 

  児童虐待の背景は多岐にわたっているため、福祉関係者のみならず、医

療、保健、教育、警察など地域の関係機関や民生委員児童委員、地域住民

からの幅広い協力体制を構築し、虐待防止対策を推進していくために、組

織体制の機能強化を図っていきます。 

 

 

 ２ ひとり親家庭等に対する支援の充実 

     ひとり親家庭においては、就労環境や子育て環境が厳しい状況にあるた

め、町の単独事業である、小国町母子家庭等修学費給付事業を継続してい

きます。令和２年度から、小学校から高校まで学校ごとの給付区分に細分

化し、小学生はこれまでどおりですが、中学生と高校生等はそれぞれ増額

して支援していきます。 

また、県が実施する事業や制度の周知を図り、ひとり親家庭等に対する 

支援の充実に努めていきます。 
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１ ニーズ調査 

■実施目的 

    本計画の策定にあたり、支援事業に係る「利用状況」や「今後の利用希望」

等を把握するために実施しました。 

 

■実施概要 

（１）調査期間  令和 2 年 2 月３日～２月１７日 

（１）調査対象  ①就学時前児童保護者            ２５６件 

                ②就学児童（小学校 1 年生～3 年生）保護者  1５８件 

           ③合計                   ４１４件 

（３）回収数   ① 19６件   ② 130 件   ③ 32６件 

（４）回収率   ① 76.6％    ② 82.3%   ③ 78.７% 

 

■調査結果概要 

   ◎ひとり親 

    「ひとり親家庭」は未就学児で少数、就学児で約 1 割 

     「配偶者はいない」と回答した割合は、未就学児で３.６％、就学児で

9.2％となっています。 

 

   ◎子育てを主に担っている方 

    「父母ともに」が過半数、次いで「主に母親」 

子育てを担っているのは「父母ともに」と回答した方が、未就学児で

７３.０％、就学児で 73．1％と過半数を占め、次いで「主に母親」が未

就学児で 2４.５％、就学児で 24.6％となっています。 

 

   ◎日頃、子どもを見てもらえる親族・知人の存在（未就学児） 

    「いずれもいない」が約１割 

子どもを見てもらえる親族・知人等の有無については、「緊急時もしく

は用事の際には祖父母等の親族にみてもらえる」が 5３.1％ともっとも高

く、次いで「日常的に祖父母等の親族にみてもらえる」が４１.３％とな

っています。しかし、「いずれもいない」と回答した人が１２.２％となっ

ており、潜在的に支援を要する家庭と考えられます。 

 

   ◎保護者の就労状況 

    父親は「フルタイムで就労」が約９割、母親も約７割がフルタイム 

保護者の就労状況では、父親が「フルタイムで就労」が９０.６％とな

っています。母親も 72.８％がフルタイムで就労しており、現在就労して

いない方の６９.７％が就労意欲を持っています。 

 

   ◎保護者の就労時間 

    父親は８時間以上が約９割 

就労している父親の就労時間は、８時間以上が８３．８％を占めていま
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す。また、母親に関しても、８時間以上が６８．７％を占めています。母

親も長時間労働している実態から、ワークライフバランスが課題となって

います。 

 

   ◎保育事業の利用状況（未就学児） 

    「利用している」が約９割で、利用者内訳は認可保育所、認定こども園

が高い割合を占める 

「利用している」が８７.２％で、そのうち利用している事業は認可保

育所が６１.４％、認定こども園が３８.６％と高い割合を占めています。 

       

   ◎保育事業の利用理由（未就学児） 

子育てをしている方が就労しているが８割強、「子どもの教育や発達のた

めに好ましいと思われるため」が約７割 

     「子育てをしている方が現在就労しているため」が８４.８％、「教育や 

発達のために好ましいと思われるため」が７３.１％と高い割合を占めて 

います。このことから、保護者が保育事業を利用するにあたって、子ど 

もの教育や発達を期待しており、こうした期待に応えていく必要がある 

といえます。  

 

   ◎保育事業を利用しない理由（未就学児） 

    「子どもがまだ小さいため」が６割弱でそのうち「１歳くらいになった 

ら利用しようと考えている」が過半数 

保育事業を利用しない理由では、「子どもがまだ小さいため」が５６．

０％で、「利用する必要がないため」が２８.０％、「子どもの祖父母や親

戚がみているため」が 2０.０％となっています。しかし、「子どもがまだ

小さいため」と回答した保護者のうち、５３.８％が「１歳」になったら

利用したい意向を持っています。前回ニーズ調査時では、「３歳くらいに

なったら利用したいと考えている」が過半数でしたので、低年齢層の保育

ニーズの需要が高まっているといえます。 

 

   ◎地域子育て支援拠点事業の利用状況、利用意向（未就学児） 

    利用していないが約９割 

子育て支援センター事業の利用状況は、「利用していない」が９０.８％

となっています。前回ニーズ調査時と比較して、「利用していないが、利

用したい」と回答した割合が少なくなっています。 

 

   ◎土曜・休日の保育事業の利用意向（未就学児） 

    利用意向は、「土曜日」が４割、「日曜・祝日」が１割弱 

土曜日の保育事業の利用意向は 4２.３％、日曜・祝日は 1３.８％とな

っています。また、その際に利用したい時間帯については、17 時までが

多く、平日より早い時間を希望しています。 

 

 



26 

 

   ◎病児・病後児保育の利用意向（未就学児） 

    仕事を休んで対応した保護者のうち、「利用したい」が約４割 

病児・病後児保育事業の利用意向について、仕事を休んで対応した保護

者のうち、「できれば病児・病後児保育施設を利用したい」意向があるの

は３６.６％となっています。 

 

   ◎不定期の保育事業や一時預かり等の利用意向（未就学児） 

    利用状況は、約９割強が「利用していない」 

     一時預かりは「利用していない」が９０.３%と多数となっています。 

一時預かりを「利用したい」と答えている保護者は、利用したい目的と

して、「冠婚葬祭や学校行事、子どもや親の通院等」が最も多く、次に「私

用、リフレッシュ目的」と続きます。 

 

   ◎放課後児童クラブの利用意向 

就学前児童がいる保護者の回答は、小学校１～３年生が約５割、小学校

４～6 年生が１割強、小学生がいる保護者の回答は、小学校１～３年生が

４割弱、小学校４～6 年生１割弱 

小学校 3 年生までの放課後児童クラブの利用意向は、就学前児童で５

１.２％、小学生児童で 36.2％となっています。小学校 4 年生以降にな

ると、就学前児童、小学生ともに 14.6％となっています。 

 

   ◎子育ての環境や支援についての自由意見 

     ◯保育サービス 

      ・病後児預かりの改善（預かり基準、利用料、予約方法、持ち物等） 

と病児の預かりの実施 

      ・中央児童室の改善（預かり時間、利用料、給食等） 

      ・保育士等の処遇改善 

      ・おぐに保育園の存続について明確な説明を希望する 

      ・夜間・土日等の預かり保育の改善 

      ・幼児教育の充実 

・障がい児支援の強化・保護者に理解を得るべきである 

・保育等の地域格差が出ないよう努めること 

      ・一時預かり制度の利用方法をわかりやすく周知 

◯子育て支援 

      ・利用しやすいファミリー・サポート・センター事業制度 

      ・子育て世代の処遇改善（年休・給与等） 

      ・子育ての金銭、物資等の支援を希望 

・冬期間の通学援助 

・両親・祖父母学級の充実 

     ◯医療関係 

      ・小児科の常勤医師の設置と診療時間の延長 

      ・妊婦健診受診時等の手厚い支援 

      ・育児休業中の母親への健康診断の支援 
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◯子育て環境 

      ・公園、屋内の遊び場、図書館、プール等の整備 

      ・自家用車がなくても子育てできる環境づくり 

（バス運行時間の見直し等） 

      ・子ども達と地域の大人の交流機会を増やす 

      ・急用時など子どもをみてもらえる制度の拡充 

      ・子ども達が水泳に親しめる環境 

・放課後や土日などに自由に学習できる場所の確保 

 ◯その他 

      ・少子化対策 

・食物アレルギーへの対応 

・保育園、小学校での病気（感染症等）の保護者への通知の徹底 

      ・子育て環境等について、意見できる機会を設けること 

      ・イベント等で乳幼児のおむつを交換できる場所等を用意すること 
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２ 推進委員会・事務局名簿 

 

 

【小国町子ども・子育て推進委員】（Ｒ2.２.1 から） 

           

村 田   紳    小国小学校教頭 

           貝 沼 紀 子    小国町教育委員 

           遠 藤   愛    小国小学校ＰＴＡ会長 

           五十嵐 友 明    すみれ保育園園長 

           舟 山 ま さ    白百合保育園園長 

           原 田 千鶴子    おぐに保育園長 

           今 野 美喜子    子育てサポーター 

           大 津 秀 子    ファミリーサポーター 

         平 田 圭 太    中央児童室保護者会会長 

         三島木 真 也    すみれ保育園父母の会会長 

         與 島 聡 恵    家庭保育者代表 

松 井 知 恵    放課後子ども教室めっちゃコーディネーター 

佐 藤 美奈子    主任児童委員 

 

【事 務 局】 

 

    事務局長   木 村 広 英    健康福祉課長 

    事務局員   佐 藤 重 美    福祉政策室長 

           羽 田 伸 美    福祉担当係長 

           渡 邊 恵 美    健康福祉課主任 

           今   博 貴    健康福祉課主任  
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